


























 

令和４年度つくば市障害者自立支援協議会 

第１回 おとな部会（専門部会２) 次第 

 

日 時 令和４年７月 29 日(金）   

10 時 00 分 ～11 時 30 分 

場 所 つくば市役所 会議室 203  

 

  １  開  会 

  

 

  ２  座長挨拶 

 

 

  ３  協議事項 

    ①日中サービス支援型共同生活援助の令和３年度評価について 

    ②プロジェクト会議進捗状況報告について 

    ③障害者の移動手段について 

 

 

 ４ その他 

    

    

 

 

 ５  閉  会 
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日中サービス支援型共同生活援助の評価について 

 

 

１ 趣旨 

平成30年４月の障害者総合支援法の改正により創設された「日中サービス支援型共

同生活援助（グループホーム）」は、障害者の重度化・高齢化に対応するために創設さ

れた新たなサービスである。 

事業者は、当該事業所を地域に開かれたサービスとすることにより、当該サービスの

質の確保を図る観点から、地方公共団体が設置する協議会等に対し、定期的に（年１回

以上）事業の実施状況等を報告し、評価を受けるとともに、必要な要望、助言等を聴く

機会を設けなければならないと基準省令において定められている。 

また、都道府県知事が必要と認める場合には、事業指定の申請にあたり、運営方針や

活動内容等を説明し、評価を受けることとなっている。 

 

※サービスの概要については、別紙「日中サービス支援型共同生活援助の施行に向けた

留意点」を参照。 

 

 

２ 全体の流れ 

１ 協 議 会 前 

（１）事業者は、事業計画書等を作成しつくば市自立支援協議会

事務局へ提出 

（２）つくば市自立支援協議会事務局は、事業計画書等の内容を

確認し委員へ送付 

２ 協議会当日 

（３）事業者は、事業計画書に沿って運営方針や活動内容等をつ

くば市自立支援協議会に説明（10分程度） 

（４）質疑応答（10分程度） 

（５）各委員は、評価シートを記入しつくば市自立支援協議会事

務局へ提出 

３ 協 議 会 後 
（６）後日、つくば市自立支援協議会事務局は、各委員の評価シ

ートを取りまとめ、評価結果を事業者へ送付 

 

※つくば市内の事業所については、年に１度、自立支援協議会（おとな部会）内で、評

価をお願いします。 
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別紙 

日中サービス支援型共同生活援助の施行に向けた留意点 

(平成３０年２月２６日 厚生労働省社会・援護局 障害保健福祉部   

障害福祉課 地域生活支援推進室 地域移行支援係 事務連絡より抜粋) 

 

１ 日中サービス支援型共同生活援助の趣旨について 

日中サービス支援型共同生活援助（グループホーム）は、障害者の重度化・高齢化に対応す

るために創設された共同生活援助の新たな類型であり、短期入所を併設し地域で生活する障害

者の緊急一時的な宿泊の場を提供することとしており、施設等からの地域移行の促進及び地域

生活の継続等、地域生活支援の中核的な役割を担うことが期待される。 

 

２ 対象者について 

日中サービス支援型グループホームの主な対象者は、重度化・高齢化のため日中活動サービ

ス等を利用することができない障害者（日によって利用することができない障害者を含む）で

あるが、共同生活援助の一類型であることから、障害支援区分による制限は設けない。 

なお、日中サービス支援型グループホームにおいては、支援の趣旨等を踏まえ、サテライト

型住居の基準は適用しない。 

 

３ 常時の支援体制の確保について 

日中サービス支援型グループホームにおいては、共同生活住居ごとに、昼夜を通じて１人以

上の世話人又は生活支援員を配置する。 

なお、既存の建物を共同生活住居とする場合で、定員が11名以上の場合は、ユニットごと

に１人以上配置する。 

 

４ 支援の実施について 

日中サービス支援型グループホームは、利用者のニーズに応じて、日常の介護はもとより、

当該利用者が充実した地域生活を送ることができるよう外出や余暇活動等の社会生活上の支援

に努めなければならない。 

 

５ 他の日中活動サービスの利用について 

日中サービス支援型グループホームは、利用者の意向に反して日中活動サービス等の利用が

制限されることなく、個々の利用者に対して適切な障害福祉サービス等の利用が図られるよ

う、相談支援事業者や他の障害福祉サービス事業者と緊密な連携に努めなければならない。 

 

６ 基本報酬について 

日中サービス支援型グループホームは、日中をグループホームで過ごす場合と日中活動サー

ビス等を利用する場合の２つの基本報酬を設け、１日単位で選択する仕組みとしているので、

個別支援計画に基づき適切に運用すること。 

なお、区分２以下の利用者に対して、グループホームにおいて日中支援を行う場合は日中支

援加算（Ⅱ）を算定する。 
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７ 共同生活住居について 

共同生活住居の入居定員は２人以上10 人以下とする。 

なお、共同生活住居ごとの独立性が確保され、利用者が地域の中で家庭的な雰囲気の下、共

同して暮らせる環境づくりに配慮されている場合は、一つの建物に複数の共同生活住居を設け

ることができ、一つの建物の入居定員の合計は20人以下とする。 

立地については、他の類型と同様、住宅地又は住宅地と同程度に利用者の家族や地域住民と

の交流の機会が確保される地域にあり、かつ、入所施設又は病院の敷地外にあるようにしなけ

ればならない。 

また、従業者のみが使用する設備については、共有して差し支えないものとする。 

 

８ 短期入所の併設について 

日中サービス支援型グループホームが行う短期入所（空床型を除く）は、原則として、日中

サービス支援型グループホームと併設又は同一敷地内において行うものとする。 

なお、短期入所の利用定員は、日中サービス支援型グループホームの入居定員の合計が20 

人又はその端数を増すごとに１人以上５人以下とする。 

 

９ 事業所の単位について 

日中サービス支援型グループホームの事業所指定は、他の類型と同様、一定の地域の範囲内

に所在し、一体的なサービス提供に支障がない場合は、１以上の共同生活住居を一つの事業所

として指定することができる。 

 

10 地方公共団体が設置する協議会等への報告・評価について 

日中サービス支援型グループホームは、地域に開かれたサービスとすることにより、当該サ

ービスの質の確保を図る観点から、地方公共団体が設置する協議会等（※）に対し、定期的に

（年１回以上）事業の実施状況等を報告し、協議会等から評価を受けるとともに、当該協議会

等から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

※法第89 条の３第１項に規定する協議会又はその他の都道府県知事がこれに準ずるものと

して特に認めるもの（都道府県又は市町村職員、障害福祉サービス事業所、医療関係者、相談

支援事業所等が参加して障害者の地域生活等の検討を行う会議等） 

 

11 事業指定の申請について 

都道府県知事が必要と認める場合には、事業指定の申請にあたり、日中サービス支援型指定

共同生活援助を行おうとする者は、協議会等に対し、運営方針や活動内容等を説明し、当該協

議会等による評価を受け、その内容を都道府県知事に提出するものとする。 

 

12 指定計画相談支援について 

日中サービス支援型グループホームの利用者に対する指定計画相談支援の提供については、

利用者の意思確認を適切に行う必要があることから、モニタリング実施標準期間を他の類型の

指定共同生活援助よりも短く３月間とする。 

また、適正な支援を確保する観点から、日中サービス支援型共同生活援助を行う事業者と指
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障害者の移動手段について 
 

障害者が就職活動をする時に、バス停、駅から遠いなど通勤手段を理由に就職を断念してし

まう事例が実際にある。通勤に限らず、地域生活を送るうえで移動の困難を抱えている当事

者および支援者は多くいると思われる。自立支援協議会において、障害者の移動手段とい

う、地域の課題について検討したい。 
 
 
1 障害福祉課で案内している移動手段および費用助成 
≪移動手段≫ 

名称 内容 
居宅介護（通院等介助） 障害者が病院に通院するときや官公署を訪れる場合等に、

ヘルパー自らが運転する車両で移動または、公共交通機関

にヘルパーが付き添って利用するもの。 
※要件：障害支援区分１以上 
※通勤、通学、通所、営利目的の活動は対象外。 

移動支援サービス 屋外での移動が困難な障害者が円滑に外出することがで

きるようヘルパーが付き添い外出介護を行うサービス。 
※要件：身体障害者手帳１級または２級 
    療育手帳の交付を受けている方 
    精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方 
※通院、通勤、通所、営利目的の活動は対象外。 

福祉有償運送 NPO 法人や社会福祉法人等が、障害者や高齢者等一人で

公共交通機関を利用することが困難な方を対象に行う、ド

ア・ツー・ドアの有償移送サービス。 
 
※要件：身体障害、知的障害、精神障害、その他の障害を

有し、一人でタクシー等の公共交通機関を利用す

ることが困難な方。 
 
≪移動に掛かる費用助成≫ 

名称 内容 
TX 運賃の割引 つくばエクスプレス線の区間について、普通乗車券、回

数券、定期乗車券の購入が 50％の割引となる。 
 
要件：身体障害者手帳または療育手帳所持者 
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JR 運賃の割引 JR を利用する場合、普通乗車券、回数券、定期乗車券の

購入が 50％の割引となる。 
 
要件：身体障害者手帳または療育手帳所持者 

つくバス・つくタク等の割

引 
つくバスを利用する場合に通常運賃の半額、定期券の場

合３割引。 
 
要件：身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者手帳 

タクシー料金の割引 タクシーを利用する場合、身体障害者手帳または療育手

帳の提示があれば、１割引となる。 
障害者タクシー運賃助成券 １枚 500 円の助成券を 36 枚交付。 

タクシー１回の乗車で３枚まで使用可能。 
 
※要件：身体障害者手帳１級～４級、療育手帳Ⓐ・A・B 

    精神障害者保健福祉手帳１級・２級 
交通系 IC カードによる鉄

道・バス利用運賃の助成 
 

重度障害者本人が外出する際、交通系 IC カードを利用し

て、鉄道・バスに乗車した場合に、18,000 円を上限に運

賃を助成。 
 
※要件：身体障害者手帳１・２級、療育手帳Ⓐ・A、 
    精神障害者保健福祉手帳１級 
 

 
２ 協議事項 
 
１ 各委員が障害者の移動手段という点で実際に困難だと感じていること 
  （通学、通勤、通院など関わっている障害者の事例等） 
 
 
 
２ 障害福祉課で案内している移動手段以外で、利用できるサービス（民間サービス含む）

について 
 



















 

令和４年度つくば市障害者自立支援協議会 

第２回 おとな部会（専門部会２) 次第 

 

日 時 令和４年 10 月７日(金）   

11 時 00 分 ～12 時 30 分 

場 所 つくば市役所 会議室 203  

 

  １  開  会 

  

 

  ２  座長挨拶 

 

 

  ３  協議事項 

   ① プロジェクト会議進捗状況報告 

   ② 障害者の通勤手段について 

    

 

 ４ その他 

    

    

 

 

 ５  閉  会 

 

 

   

 



障害者の移動手段について 
 

障害者が就職活動をする時に、バス停、駅から遠いなど通勤手段を理由に就職を断念してし

まう事例が実際にある。自立支援協議会において、障害者の通勤手段を地域の課題として検

討したい。 
 
1 障害福祉課で案内している移動手段および費用助成 
≪移動手段≫ 

名称 内容 
居宅介護（通院等介助） 障害者が病院に通院するときや官公署を訪れる場合等に、

ヘルパー自らが運転する車両で移動または、公共交通機関

にヘルパーが付き添って利用するもの。 
※要件：障害支援区分１以上 
※通勤、通学、通所、営利目的の活動は対象外。 

移動支援サービス 屋外での移動が困難な障害者が円滑に外出することがで

きるようヘルパーが付き添い外出介護を行うサービス。 
※要件：身体障害者手帳１級または２級 
    療育手帳の交付を受けている方 
    精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方 
※通院、通勤、通所、営利目的の活動は対象外。 

福祉有償運送 NPO 法人や社会福祉法人等が、障害者や高齢者等一人で

公共交通機関を利用することが困難な方を対象に行う、ド

ア・ツー・ドアの有償移送サービス。 
 
※要件：身体障害、知的障害、精神障害、その他の障害を

有し、一人でタクシー等の公共交通機関を利用す

ることが困難な方。 
つくば市重度障害者等就労

支援特別事業 
障害者の就労機会の拡大・就労継続をサポートするため、

通勤や職場等における支援の実施。 
※要件は以下の全てに該当している方 

・重度訪問介護、同行援護、行動援護のいずれかの支給決 

定を受けている方。 

・民間企業で雇用されている方。自営業で通勤や職場で支

援が必要な方。(A 型利用は除く) 
・１週間の所定労働時間が１０時間以上の方。 
・つくば市に継続して１年以上居住している方。 



 
≪移動に掛かる費用助成≫ 

名称 内容 
TX 運賃の割引 つくばエクスプレス線の区間について、普通乗車券、回

数券、定期乗車券の購入が 50％の割引となる。 
 
要件：身体障害者手帳または療育手帳所持者 
 

JR 運賃の割引 JR を利用する場合、普通乗車券、回数券、定期乗車券の

購入が 50％の割引となる。 
 
要件：身体障害者手帳または療育手帳所持者 

つくバス・つくタク等の割

引 
つくバスを利用する場合に通常運賃の半額、定期券の場

合３割引。 
 
要件：身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者手帳 

タクシー料金の割引 タクシーを利用する場合、身体障害者手帳または療育手

帳の提示があれば、１割引となる。 
障害者タクシー運賃助成券 １枚 500 円の助成券を 36 枚交付。 

タクシー１回の乗車で３枚まで使用可能。 
 
※要件：身体障害者手帳１級～４級、療育手帳Ⓐ・A・B 

    精神障害者保健福祉手帳１級・２級 
交通系 IC カードによる鉄

道・バス利用運賃の助成 
 

重度障害者本人が外出する際、交通系 IC カードを利用し

て、鉄道・バスに乗車した場合に、18,000 円を上限に運

賃を助成。 
 
※要件：身体障害者手帳１・２級、療育手帳Ⓐ・A、 
    精神障害者保健福祉手帳１級 
 

 
以上 
 
 
 
 



２ 協議事項 
 
〇 障害者の通勤手段において、困難だと感じていること  
 
 
 
 
 
 
〇 課題についての手段および支援方法 
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